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  平成２６年３月１７日 

各  位 
                               

会 社 名 株式会社 クレスコ 

代表者名 
代表取締役会長兼社長 

 岩 﨑 俊 雄 
 (コード番号：４６７４ 東証第一部) 
問合せ先 経営企画室長 米 﨑 道 明 

 (ＴＥＬ ０３－５７６９－８０１１) 
 

ゴマブックス株式会社の株式取得に関する株式譲渡契約締結  

ならびに第三者割当増資引受に関するお知らせ 
 

当社は、平成２６年３月１７日開催の取締役会において、ゴマブックス株式会社（本社：東京都港区、
代表取締役社長：赤井 仁、以下同社）の株式譲渡契約の締結および同社が第三者割当増資により発
行する新株を引受けることについて決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

１．株式取得の理由 

  ゴマブックス株式会社は、出版業、書籍・雑誌・電子出版物・デジタルコンテンツの企画・編集・制
作・販売、電子書籍コンテンツのアグリゲート事業、デジタルコンテンツのオーサリング事業を主な事
業領域としております、現在、市場が急成長している電子書籍分野において、世界の主要な電子書籍の
配信会社に作品を供給するなど、事業分野を拡大しております。 

当社は、同社と共同でゴマブックス専用電子出版システム『goma e-book store』の開発を行い、２０
１４年３月からは『goma e-book store』を元に企業内で日々使用している業務マニュアルや各種カタロ
グを簡便な操作でデジタル化し、管理、活用できる法人向けサービス「Creage for Digital Publishing」
の提供を開始するなど、戦略的提携のもと、事業を展開しております。 

戦略的提携は、電子書籍／電子マニュアル／電子カタログの事業分野において、付加価値の高いビジネ
スを指向するものであり、両社の成長力向上を図るとともに、企業価値の更なる向上に資するものと考え
ております。両社の顧客基盤、事業基盤を有効に活用し、相乗効果を最大限に創出し、提携関係を一層強
固なものとするため、同社の株式譲渡および第三者割当増資を引き受けることといたしました。 

２．ゴマブックス株式会社の概要 

（１） 名 称 ゴマブックス株式会社 

（２） 所 在 地 東京都港区赤坂 8-5-40 ペガサス青山 710 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 赤井 仁 

（４） 事 業 内 容 

出版業、書籍・雑誌・電子出版物・デジタルコンテンツの企画・編集・
制作・販売、電子書籍コンテンツのアグリゲート事業、デジタルコン
テンツのオーサリング事業など 

（５） 資 本 金 2億 5,957万円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 63年 7月 21日 

（７） 大株主及び持株比率 メディアコープ株式会社 41.3% 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 

当社は、当該会社の 9.4%出資会社であります。また、
当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び
関係会社の間には、特筆すべき資本関係はありませ
ん。 

人 的 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はあ
りません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会
社の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき人的関
係はありません。 
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取 引 関 係 

当社と当該会社との間には、ソフトウェア開発に係わ
る取引実績があります。また、当社の関係者及び関係
会社と当該会社の関係者及び関係会社の間には、特筆
すべき取引関係はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の財政状態および経営成績 

 決 算 期 平成 24年 1月期 平成 25年 1月期 平成 26年 1月期 

 総 資 産 296百万円 243百万円 419百万円 

 売 上 高 208百万円 199百万円 258百万円 

 営 業 利 益 5百万円 31百万円 49百万円 

３．株式譲渡に関わる取得先の概要 

（１） 名 称 メディアコープ株式会社 

（２） 所 在 地 神奈川県三浦郡葉山町長柄 1642-79 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 嬉野 伊都子 

（４） 事 業 内 容 
インターネット、携帯電話網、その他通信システムを利用したデジタ
ルコンテンツの企画・開発・運営 

（５） 資 本 金 1万円 

（６） 設 立 年 月 日 平成 22年 4月 16日 

（７） 大株主及び持株比率 嬉野 伊都子 100.0% 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係は
ありません。また、当社の関係者及び関係会社と当
該会社の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき
資本関係はありません。 

人 的 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係は
ありません。また、当社の関係者及び関係会社と当
該会社の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき
人的関係はありません。 

取 引 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係は
ありません。また、当社の関係者及び関係会社と当
該会社の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき
取引関係はありません。 

関連当事者へ
の 該 当 状 況 

当社の関連当事者には該当しません。また、当該会
社の関係者及び関係会社は、当社の関連当事者には
該当しません。 

４．取得株式数および取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 
120,000株 

（議決権の数：120,000個） 
（所有割合 ：     9.4％） 

（２） 取 得 株 式 数 

 105,000株 
（議決権の数：105,000個） 
うち、株式譲渡による取得株式数     35,000株 
うち、第三者割当増資による引受株式数  70,000株 

（３） 異動後の所有株式数 
 225,000株 
（議決権の数：225,000個） 
（所有割合 ：  16.3％） 

５．日 程 

（１）取締役会 平成２６年３月１７日 

（２）株券譲渡契約締結日 平成２６年３月２４日 

（３）株券引渡期日 平成２６年３月２４日 

（４）第三者割当増資引受日 平成２６年３月２７日 

（５）株券引渡期日 平成２６年３月２８日 

６．今後の見通し 
 本件に係わる平成２６年３月期の業績予想に与える影響につきましては、現時点では軽微であると見込ん
でおります。なお、今後、業績予想修正の必要性および公表すべき事項が生じた場合には、改めて速やかに
お知らせいたします。 

以 上 


